
１　総括

（1）　人件費の状況（普通会計決算）

人

（2）　職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和３年４月１日現在の人数である。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を

      　　含んでいない。

（3）　ラスパイレス指数の状況

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※　令和3年4月1日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、③100を越えて

いる場合について、その理由及び改善の見込み

5,880 千円

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴
　　　や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。
　　　※給料月額のみを比較するもので、地域手当等の諸手当は含まない。

給料格付けについて８級制を採用しているため。（給料格付けの見直しを令和５年４月１日付で実施）

給与費 B/A 一人当たり給与費

3年度 733 2,784,968千円 565,161千円 1,149,180千円 4,499,309千円 6,138 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

14.6%

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

２年度の人件費率

3年度 83,110 45,198,771 千円 2,557,034 千円 7,344,540 千円 16.2%

　（R4.1.1現在） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

中津市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）
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（４）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

【　　実施　　未実施　　】

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容をふまえ、平均2%引下げ。

　　　　　 なお、激変緩和のため経過措置（現給保障）を実施した（経過措置期間：令和2年3月31日まで）。

※他の給料表については、一般行政職給料表との均衡をふまえて実施

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準と同様に実施（※参考　1級地・・・国基準：18%に対し、当市においても18%を支給）

（実施時期）　平成27年4月1日

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

（平成27年4月1日実施）

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２%の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取組むとさ
れている。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職 転記

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円 円

※｢学校給食員」には、その業務内容から「自動車運転手」のデータを含む。

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を　　　　　 

　　　　合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

―

大分県 44.2 355,670 393,438

類似団体 39.1 293,847 331,994

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

中津市 41.5 320,200 356,242

類似団体 51.5歳 22人 301,657 333,540 316,596

国 51.1歳 2,114人 286,570 328,416

大分県 53.0歳 163人 325,645 363,594 341,528

うち　その他
（非常勤職員含む）

54.7歳 16人 155,158 131,056124,713

うち　その他 58.8歳 4人 391,350 428,961 410,625

うち　学校給食員
（非常勤職員含む）

59.6歳 9人 124,048 123,309115,478

うち　学校給食員 - - ― ― ―

平均給与月額
(A)

平均給与月額
(国比較ベース)

中津市 59.0歳 5人 391,350 417,869 403,200

類似団体 41.6 313,538 383,440 347,203

区　　　分

公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額

大分県 41.9 315,904 394,652 342,435

国 42.7 323,711 405,049 ―

（国比較ベース）

中津市 40.8 311,600 373,904 336,278

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
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（2）　職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 - －

（3）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円395,933
一般行政職

大　学　卒 293,563 355,963 375,566 401,621

高　校　卒 - 324,800 355,600

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

- -

154,900 154,900 150,600

技能労務職
高　校　卒 152,700 152,700 -

中　学　卒 -

区　　　　　分 中　津　市 大　分　県 国

一般行政職
大　学　卒 188,700 188,700 182,200

高　校　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1）　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

（注）１　「中津市職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による職員数である。

       ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成22年に級別構成の見直し（４級の職務を主任から主査へ、５級の職務を主査から主幹又は係長、６級の職務を主査から

課長補佐又は課長へ見直し）をしている。

（2）　昇給への勤務成績の反映状況

ロ　人事評価を実施していない

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律） 〇

上位、標準の区分 〇

活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

上位、標準、下位の区分 〇 〇

令和3年4月2日から令和4年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

イ　人事評価を実施している ○ ○ ○ ○

８　　級 　　部長 13人 2.6% 408,800 469,300

７　　級 　　課長 51人 10.1% 363,500 445,600

６　　級 　　課長・課長補佐 28人 5.6% 319,700 410,900

５　　級 　　主幹（総括）・主幹 114人 22.6% 291,200 394,600

４　　級 　　主査 62人 12.3% 266,400 384,800

３　　級 　　主任 141人 28.0% 234,800 350,600

２　　級 　　主事・技師 45人 8.9% 198,800 304,700

１　　級 　　主事・技師 59人 11.7% 150,300 248,000

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1号給の給料月額 最高号給の給料月額

１級 11.5% １級 8.7% １級 8.4%

２級 8.8%
２級 9.7% ２級 14.8%

３級 27.5%
３級 27.2% ３級 17.0%

４級 12.1% ４級 13.3%
４級 18.2%

５級 22.2% ５級 23.4% ５級 26.8%

６級 5.5% ６級 6.0% ６級 3.6%
７級 9.9% ７級 9.1% ７級 9.0%
８級 2.5% ８級 2.6% ８級 2.2%

0%

10%

20%

30%

40%
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90%

100%

令和4年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1）　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（3年度支給割合） （3年度支給割合） （3年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置　

　・役職加算　　　 5～20％ 　・役職加算　　　 5～20％ 　・役職加算　　　 5～20％

　・管理職加算　10％ 　・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2）　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置

（退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、3年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　26年4月1日から段階的に退職手当の支給率の引き下げを行っている。

（3）　地域手当

（令和４年４月１日現在）

千円

　円

支給対象地域 支給率（％） 支給対象人数 国の制度（％）

東京特別区 20.0% 1人 20.0%

3,353 21,531

支給実績（3年度決算） 795

支給職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 814,800

47.7090 47.709 47.7090 47.709

（2～20％加算） （2～45％加算）

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

有

平成31年度より人事評価結果を勤勉手当支給率に反映している。（管理職のみ）

中　　　　　　　　　　　津　　　　　　　　　　　市 国

19.6695 24.58688 19.6695 24.586875

1.90

1.45 0.90 1.45 0.90 1.45 0.90

１人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度）
―

1,574 1,656

2.55 1.90 2.55 1.90 2.55

中　　　　　津　　　　　市 大　　　　　分　　　　　県 国
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（4）　特殊勤務手当

千円

円

　％

種類

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

（5）　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 333

1,000

支給実績（3年度決算） 228,419

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 333

支給実績（2年度決算） 248,959

7 千円 1件 100

潜水業務手当 消防吏員 潜水による消防業務 0 千円 1件

100

救急救命手当

消防吏員（救急救命士）
救急救命士法に規定する特定行為
の処置等

158 千円 1件 700

消防吏員
機器を使用した気道確保の処置や
結核等感染症傷病者の搬送

救助業務手当 消防吏員
水難救助において、船舶等水上での
危険な業務等

0 千円 1件

14,700

往診手当（獣医師） 家畜診療所に勤務する獣医師 往診業務 0 千円 月額
往診料の100
分の50

獣医師手当 家畜診療所に勤務する獣医師 獣医師業務 0 千円 月額

66,500円以内

往診手当（国保診療所医師） 国保診療所に勤務する医師 患家への往診業務 1,905 千円 月額
往診料の100
分の25

診療所勤務手当 国保診療所に勤務する医師 国保診療所での医療業務 2,394 千円 月額

41,000

国保診療所に勤務する在職
10年以上の医師

国保診療所での医療業務 528 千円 月額 44,000

医師手当

国保診療所に勤務する在職
10年未満の医師

国保診療所での医療業務 984 千円 月額

2,000

養護老人ホーム勤務職員死体
処理作業手当

養護老人ホーム勤務職員
養護老人ホームに勤務する職員が死体
処理に従事し、死体に直接触れる作業

0 千円 1件 2,000

行路死亡等埋火葬作業手当
行路死亡人等の埋火葬作
業に従事した職員

行路死亡人等の埋火葬作業 0 千円 1件

3,000

行路死亡等収容作業手当
行路死亡人等の収容作業に
従事した職員

行路死亡人等の収容作業 0 千円 1件 3,000

社会福祉業務手当 社会福祉業務に従事する職員 身寄りのない者の死亡時の埋火葬作業 0 千円 1件

左記職員に対する
支給単価

伝染病等防疫作業手当 防疫作業に従事する職員 感染症及び家畜伝染病等の防疫作業 3 千円 日額 300

手当の種類（手当数） 13

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（R3年度決算）

支給実績（3年度決算） 5,979

支給職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 67,943

職員全体に占める手当支給職員の割合（3年度） 12.0
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（6）　その他の手当（令和４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

管
理
職
手
当

　部長・支所長　69,000円
　次長　63,000円
　課長・室長　56,000円
　支所課長　43,000円
　参事　29,000円

異なる
職位による

手当額 52,771 672,482

通
勤
手
当

●交通機関等利用者
　全額支給限度額　55,000円
●交通用具使用者
　交通用具使用距離に応じ 2,300円～34,900円
●条件を満たすものに上限4,400円の駐車場料金
を支給

基本的に
同じ

交通用具
使用者の
手当額

70,718 129,963

住
居
手
当

●自宅1,800円
●借家・借間
家賃額　月額23,000円以下
支給額　家賃額-12,000円
家賃額　月額23,000円超月額55,000円未満
支給額　　（家賃額-23,000円）×1/2＋11,000円
家賃額　月額55,000円以上
支給額　27,000円

持ち家に係
る手当以外
は基本的に

同じ

持ち家に係
る手当を支

給
67,566 164,748

（3年度決算）

扶
養
手
当

●配偶者 7級以下6,500円　8級3,500円
●扶養親族たる子　10,000円
　 父母等　7級以下 6,500円　8級3,500円
●配偶者を欠く職員の扶養親族のうち１人目
　　子　10,000円
　父母等　7級以下6,500円　8級3,500円
●満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの
子　加算額１人につき 5,000円

同じ 同じ 95,141 254,764

支給職員１人当た

内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （3年度決算） り平均支給年額手当名

国の制度 国の制度と 支給実績
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５　特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

6月期 月分

12月期 月分 計 月分

6月期 月分

12月期 月分 計 月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

885,000×在職月数×0.43 千円 任期毎

727,000×在職月数×0.34 千円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

欠員不補充による減など

欠員不補充による減など

欠員不補充による減など

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数　　　　　　　　　　　人）

退職者の不補充に伴う減など
退職者の不補充に伴う減など

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数　　　　　　　　　　　人）

医療業務充実のための増など
欠員不補充による減など

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む）

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

[　1,579　］ ［　　］ 147.40

合　　計
1,189 1,225 36 ＜参考＞

[　1,559　］

小　計 456 473 17

20 22 2
その他 40 38 -2

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病院 379 395 16
水道 17 18 1

下水道

73.87

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
令和2年 令和3年

小　計 752 19 ＜参考＞

90.48

教育部門 99 101 2
消防部門 119 120 1

733

＜参考＞

63.89

57.07

土木 72 82 10
計 515 531 16

農林水産 49 53 4
商工 27 27 0

衛生 51 55 4
労働 2 2 0

事務統廃合縮小に伴う減など
税務 39 39 0
民生 133 132 -1 業務充実・欠員補充による増など

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 7 7 0
総務 135 134 -1

備　　　　考

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
令和2年 令和3年

議 員 1.675 3.35

退
職
手
当

市 長 18,266

副 市 長 11,864

1.675 3.35

議 長 　　　　　（3年度支給割合）

副 議 長 　 1.675

期
末
手
当

市 長 　　　　　（3年度支給割合）

副 市 長 　 1.675

議 員 388,000 522,000 273,000

報

酬

議 長 448,000 629,000 359,000

副 議 長 406,000 575,000 295,000

副 市 長 727,000 870,000 614,300

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 885,000 1,053,000 88,000

9



（2)年齢別職員構成の状況（令和4年4月1日現在）

　

（3)職員数の推移

（　単位　：　人・％　）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

52人 0.0

473人 61人 14.8%

総合計 1,173人 1,174人 1,195人 1,188人 1,187人 1,225人

公営企業等会計計 412人 420人 435人 440人 454人

0.0%

普通会計計 761人 754人 760人 748人 733人 752人 -9人 (▲1.2%)

-12人 (▲10.6%)

消防 120人 119人 118人 120人 119人 120人 0人

531人 3人 0.0

教育 113人 115人 114人 104人 99人 101人

一般行政 528人 520人 528人 524人 515人

1.8%

　　　　　　　　　　　　年度
　部門別

29年 30年 31年 2年 3年 4年
過去5年間の
増減数（率）

11.5% 9.6% 12.0% 10.2% 6.1% 6.9%

125人 75人 84人 22人 1,225人

0.7% 6.6% 8.7% 12.2% 13.7%
職員数

9人 81人 106人 150人 168人 141人 117人 147人

43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

0.7 

6.6 

8.7 

12.2 

13.7 

11.5 

9.6 

12.0 

10.2 

6.1 
6.9 

1.8 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

5年前の構成

比

%
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７　公営企業職員の状況

（1）水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注）　１　　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　　２　　職員数は、令和4年3月31日現在の人数である。

イ　　特記事項

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(令和4年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1 平均月収額に、期末・勤勉手当等を含む。

2 「団体平均」とは、市町村（政令指定都市を除く。）の平均値である。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（3年度支給割合） （3年度支給割合）
期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　 5～20％ 　・役職加算　　　 5～20％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、3年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

支給実績なし

エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

支給実績なし

- - - -

47.7090 47.709 47.7090 47.709

定年前早期退職時特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

中津市水道事業 中　　　　　　　　　　　津　　　　　　　　　　　市

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

1.45 0.90 1.45 0.90

有 有

1人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度）

1,490 1,574

2.55 1.90 2.55 1.90

団体平均 44.3 340,929 514,169

中津市水道事業 中　　　　　津　　　　　市

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

中津市水道事業 47.2 356,431 565,708

給与費 B/A 一人当たり給与費

3年度 20人 73,390千円 19,469千円 29,798千円 122,657千円 6,133千円 6,294

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

10.6%

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

B

3年度 1,279,557 293,587 112,323 8.8%

区　　分 総費用 　純損益又は
　実質収支

職員給与費 総費用に占める
職員給与費比率
　　　　　　B／A

（参考）
2年度の総費用に占
める職員給与費比率A
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

管
理
職
手
当

　部長・支所長　69,000円
　次長　63,000円
　課長・室長　56,000円
　支所課長　43,000円
　参事　29,000円

同じ － 2,172 724,000

通
勤
手
当

●交通機関等利用者
　全額支給限度額　55,000円
●交通用具使用者
　交通用具使用距離に応じ 2,100円～34,900円
●条件を満たすものに上限1,250円の駐車場料金
を支給

同じ － 789 87,700

住
居
手
当

●自宅2,100円
●借家・借間
家賃額　月額23,000円以下
支給額　家賃額-12,000円
家賃額　月額23,000円超月額55,000円未満
支給額　　（家賃額-23,000円）×1/2＋11,000円
家賃額　月額55,000円以上
支給額　27,000円

同じ － 1,531 102,100

（2年度決算）

扶
養
手
当

●配偶者 7級以下7,500円　8級3,500円
●扶養親族たる子　10,000円
　 父母等　7級以下 6,500円　8級3,500円
●配偶者を欠く職員の扶養親族のうち１人目
　　子　10,000円
　父母等　7級以下7,000円　8級3,500円
●満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの
子　加算額１人につき 5,000円

同じ － 3,599 276,800

支給職員１人当た

内容及び支給単価 　 職の制度  職の制度と （2年度決算） り平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 482

手当名

一般行政 一般行政 支給実績

との異同 異なる内容

支給実績（3年度決算） 11,260

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 563

支給実績（2年度決算） 9,631
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（2）下水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注）　１　　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　　２　　職員数は、令和4年3月31日現在の人数である。

イ　　特記事項

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(令和4年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1 平均月収額に、期末・勤勉手当等を含む。

2 「団体平均」とは、市町村（政令指定都市を除く。）の平均値である。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（3年度支給割合） （3年度支給割合）
期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　 5～20％ 　・役職加算　　　 5～20％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、3年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

支給実績なし

エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

支給実績なし

- - - -

47.7090 47.709 47.7090 47.709

定年前早期退職時特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

有 有

中津市下水道事業 中　　　　　　　　　　　津　　　　　　　　　　　市

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

2.55 1.90 2.55 1.90
1.45 0.90 1.45 0.90

中津市下水道事業 中　　　　　津　　　　　市
1人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度）

1,395 1,574

中津市下水道事業 41.8 314,022 504,867

団体平均 44.3 340,929 514,169

5,691千円 6,294

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

3年度 16人 55,631千円 13,109千円 22,318千円 91,058千円

一人当たり （参考）市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

3年度 1,616,480 115,457 89,672 5.5%

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

区　　分 総費用 　純損益又は
　実質収支

職員給与費 総費用に占める
職員給与費比率
　　　　　　B／AA B
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

管
理
職
手
当

　部長・支所長　69,000円
　次長　63,000円
　課長・室長　56,000円
　支所課長　43,000円
　参事　29,000円

同じ － 672 672,000

通
勤
手
当

●交通機関等利用者
　全額支給限度額　55,000円
●交通用具使用者
　交通用具使用距離に応じ 2,100円～34,900円
●条件を満たすものに上限1,250円の駐車場料金
を支給

同じ － 721 90,125

住
居
手
当

●自宅1,800円
●借家・借間
家賃額　月額23,000円以下
支給額　家賃額-12,000円
家賃額　月額23,000円超月額55,000円未満
支給額　　（家賃額-23,000円）×1/2＋11,000円
家賃額　月額55,000円以上
支給額　27,000円

同じ － 2,478 247,800

（3年度決算）

扶
養
手
当

●配偶者 7級以下7,500円　8級3,500円
●扶養親族たる子　10,000円
　 父母等　7級以下 6,500円　8級3,500円
●配偶者を欠く職員の扶養親族のうち１人目
　　子　10,000円
　父母等　7級以下7,000円　8級3,500円
●満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの
子　加算額１人につき 5,000円

同じ － 893 178,600

支給職員１人当た

内容及び支給単価 　 職の制度  職の制度と （3年度決算） り平均支給年額

支給実績（3年度決算） 8,345

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 522

手当名

一般行政 一般行政 支給実績

との異同 異なる内容
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（2)病院事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注）　１　　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　　２　　職員数は、令和4年3月31日現在の人数である。

イ　　特記事項

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和4年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1

2 「団体平均」とは、市町村（政令指定都市を除く。）の平均値である。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（3年度支給割合） （3年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当
 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　 5～20％ 　・役職加算　　　 5～20％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職時特例措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　無　　　　し　　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、3年度に退職した職員に支給された平均額である。

定年前早期退職時特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

3,200 89,611 3,353 22,531

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.7090 47.709 47.7090 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

1.45 0.90 1.45 0.90

有

中津市病院事業 中　　　　　　　　　　　津　　　　　　　　　　　市

1人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度）

1,419 1,574

2.55 1.90 2.55 1.90

団体平均 38.00 301,765 536,413

平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

中津市病院事業 中　　　　　津　　　　　市

事務員 40.1 333,743 476,629

労務員 ― ― ―

看護師 37.1 273,533 399,688

医療技術職 37.4 286,899 459,223

6,294千円

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

医師 40.9 433,586 1,264,800

計　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

3年度 369人 1,572,373千円 968,459千円 547,336千円 3,088,168千円 8,369千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

3年度 8,135,641千円 23,799千円 3,758,692千円 46.2% 47.1%

区　　分 総費用 純損益又は
実質収支

職員給与費 総費用に占める
職員給与費比率
　　　　　　B／A

（参考）
2年度の総費用に占
める職員給与費比率A B
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ウ　地域手当

千円

円

エ　特殊勤務手当

千円

円

円

円

　％

種類

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円千円 1回 180

5,000

手術室勤務手当
市民病院（手術室）に勤務す
る助産師、看護師

手術業務 787 千円 1回 300

手術業務（作業従事時間が4時間未満の場合） 12

麻酔業務手当
市民病院に勤務する麻酔科
医師

全身麻酔を行う業務（硬膜外科麻酔
併用を含む）に従事した場合（担当医
師のみに支給）

5,110 千円 １回

1体 2,500

分娩業務手当 市民病院に勤務する医師 分娩の業務 8,370 千円 1件 30,000

500

45 千円 ４Ｈ未満 300

解剖補助業務手当
市民病院に勤務する臨床検
査技師

死体解剖の補助業務 13 千円

臨床検査手当
市民病院に勤務する臨床検
査技師

臨床検査業務
1,405 千円 1日

1日 800

47 千円 ４Ｈ未満 480

900

40 千円 ４Ｈ未満 540

放射線取扱手当
市民病院に勤務する診療放
射線技師

Ｘ線等の放射線を人体に対して照射
する業務

2,228 千円

薬剤取扱手当 市民病院に勤務する薬剤師
市民病院院内薬局にて薬剤取扱業
務に従事した場合

1,495 千円 1日

1,240

待機手当
市民病院に勤務する医療職
（医師以外）

症状が急変した入院患者及び救急外来患者に
対処するために自宅等で待機することを依頼さ
れた場合

1,624 千円 1回 500

オンコール手当
市民病院に勤務する医療職
職員

緊急患者等に対処するために待機し、待機期
間中に呼出しを受けた緊急医療業務等 2,238 千円 1回

2,000

勤務時間が深夜の2時間未満を含む
勤務のとき

0 千円 1回 1,500

3,500

勤務時間が深夜の4時間以上を含む
勤務のとき

0 千円 1回 2,500
夜間業務手当

市民病院に勤務する医師、
診療放射線技師又は臨床
検査技師

勤務時間が深夜の全部を含む勤務
のとき

4,988 千円 1回

勤務時間が深夜の2時間以上を含む
勤務のとき

0 千円 1回

勤務時間が深夜の2時間以上を含む
勤務のとき

14 千円 1回 3,620

勤務時間が深夜の2時間未満を含む
勤務のとき

0 千円 1回 2,490

1回 8,600

勤務時間が深夜の4時間以上を含む
勤務のとき

0 千円 1回 4,150

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（3年度決算）
左記職員に対する

支給単価

夜間看護等手当
市民病院に勤務する助産
師、看護師及び准看護師

勤務時間が深夜の全部を含む勤務
のとき

88,038 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（3年度決算）　医療技術員 259,183

職員全体に占める手当支給職員の割合（3年度）　 87.4

手当の種類（手当数） 14

支給実績（3年度決算） 139,048

支給職員１人当たり平均支給年額（3年度決算）　医師 450,593

支給職員１人当たり平均支給年額（3年度決算）　看護師 397,570

東京特別区 20.0% 0人 20.0%

医療職給料表(１)の
適用を受ける職員

16.0% 49人 -

支給実績（３年度決算） 48,797

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 995,849

支給対象地域 支給率（％） 支給対象人数 一般行政職の制度（支給率）
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円

円

円

円

円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（3年度決算）と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、

教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

職の制度 職の制度と

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

■問合せ先 総務部総務課 人事係 TEL ０９７９－２２－１１１１（内線）２２２・２２３

管
理
職
手
当

　院長　150,400円
  副院長　112,000円
  診療部長等　82,600円
  事務部長　69,000円
  看護部長　63,000円
  課長　56,000円

同じ － 25,956

●自宅1,800円
●借家・借間
家賃額　月額23,000円以下
支給額　家賃額-12,000円
家賃額　月額23,000円超月額55,000円未満
支給額　　（家賃額-23,000円）×1/2＋11,000円
家賃額　月額55,000円以上
支給額　27,000円

同じ

0

支給実績（3年度決算）　事務員

786,563

45,479 255,502

通
勤
手
当

●交通機関等利用者
　全額支給限度額　55,000円
●交通用具使用者
　交通用具使用距離に応じ 2,900円～34,900円

同じ － 31,008 101,336

住
居
手
当

－

扶
養
手
当

●配偶者 7級以下6,500円　8級3,500円
●扶養親族たる子　10,000円
　 父母等　7級以下 6,500円　8級3,500円
●配偶者を欠く職員の扶養親族のうち１人目
　　子　10,000円
　父母等　7級以下6,500円　8級3,500円
●満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの
子　加算額１人につき 5,000円

同じ － 46,393

手当名

一般行政

り平均支給年額

との異同 異なる内容 （3年度決算）

776

246,775

支給実績 支給職員１人当た

内容及び支給単価 （3年度決算）

一般行政

支給実績（3年度決算）　医療技術員 44,127

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 959

支給実績（3年度決算）　労務員 0

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算）

18,633

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 4,800

支給実績（3年度決算）　看護師 31,489

職員１人当たり平均支給年額（3年度決算） 126

7,110 千円 １回 3,000

支給実績（3年度決算）　医師 235,217

１回 5,000

防疫作業手当 職員

新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイ
ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共
和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を
有することが新たに報告されたものに限る。）である感
染症をいう。以下同じ。）の患者若しくはその疑いのある
者の身体に接触し、又はこれらの者に長時間にわたり
接して行う作業その他管理者がこれに準ずると認める
作業に従事した場合

11,352 千円 １回 4,000

新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び健康を
保護するために緊急に行われた措置に係る作業であっ
て管理者が定める作業に従事した場合（上欄の場合を
除く。）

　
日本ＤＭＡＴ活動要領に基づかない災害派遣医療チー
ムに参加した場合（管理者が定める災害に対処する場
合に限る。）
 

0 千円 1回 5,000

新生児担当医手当
市民病院に勤務する小児科
医師

新生児集中治療室に入院した新生
児を主として担当する業務に従事し
た場合

360 千円

災害派遣医療チーム参加手当 職員

日本ＤＭＡＴ活動要領（平成18年４月７日付け医政指発
第0407001号厚生労働省医政局指導課長通知）に基づ
く派遣の要請により災害派遣医療チームに参加した場
合

0 千円 1回 10,000
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